
（単位：億円）

※ 平成３０年度までは決算額、令和元年度以降は推計値
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（平成30年度の決算の特徴）

〇歳入

・市税の減 260,000千円 （法人市民税の減や固定資産の評価替えによる影響）

・地方交付税の減 310,000千円 （普通交付税の合併算定替に伴う段階的縮減などによる影響）

・財政調整基金から３年連続での繰入

〇歳出

・社会保障関係経費の増加に伴う扶助費の増 70,000千円

・合併特例債を活用した事業の市債償還本格化による公債費の増 190,000千円

形式収支（繰越金）の減少
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